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8史料が、竈数 10,600 程度、圧死者数 3600 人程度としている。出典は町方で作成された被害記録であるが、
町奉行所を介して入手したのでなく、藩の大坂屋敷などから各藩へ伝えられたのではないだろうか。人別帳
に記載されていない者を含む圧死者数は実数が把握しにくかったと思われる。溺死者数については極めて困





あり、指摘した。結論として、崩家（表屋敷）1,000 軒程度、人別帳で確かめられた死者数 540 人程度、こ
れらは最も信頼できる被害数である。裏借家を含む竈数（民家）は、実態が把握しにくかったと思われるが、
多くの史料が 10,600 軒程度である。帳外の者を含む死者数は確認が困難であるが、圧死者 3,600 人程度、溺
死者 12,000 人程度とする史料が多数である。人別帳で確認された死者数は 540 人程度であるが、帳外の者を
加えた死者数は 15,000 人以上である。この差をどのように考えるのか、今後の課題である。大坂三郷の人
口は元禄十六年(1703)に 351,708 人であったが、宝永六年(1709㻕に 381,626 人に増加している 19)。地震と津波










1) 宇佐美龍夫・石井寿・今村隆正・武村雅之・松浦律子：日本被害地震総覧599-2012, 東京大学出版会, p.81,
2013. 
2) 大阪市参事会：大阪市史, 1, 大阪市参事会, pp.483-484, 1913.
3) 宇佐美龍夫・石井寿・今村隆正・武村雅之・松浦律子：日本被害地震総覧599-2012, 東京大学出版会, p.84, 
2013. 
4) 長尾武：宝永地震 (1707) による大坂三郷(北組・南組・天満組)での崩家率, 歴史地震,  27, pp.15-26. 2012.
5) 矢田俊文：1707年宝永地震と大坂の被害数㻘災害復興と資料, NO,2, pp.118-122, 2013.
6) 長尾武：資料㻌 宝永地震（1707）と津波による大坂市中での被害数,歴史地震, 29, pp.163-171, 2014.
7) 原直史：宝永地震における大坂市中の被害情報について, 災害復興と資料, NO.2、pp.1-14, 2014.
8) 大阪市参事会：大阪市史, 4下, 大阪市参事会, pp.2114-2115, 1913. 補達838として記載されている.
9) 樹林亭李杏：年代著聞集 （本庄栄治郎・黒羽兵治郎監修, 大阪編年史, 7, 大阪市立中央図書館市史編集室,
pp.50-51, 1969.）
10) 朝日重幸：鸚鵡籠中記（名古屋市教育委員会編, 名古屋叢書, 続編 11, 鸚鵡籠中記（三）, 名古屋市教育委
員会, pp. 250-251, 1968.）
11) 柳沢吉保：楽只年録（東京大学地震研究所編, 新収日本地震史料, 3巻別巻, 日本電気協会, p31,1983.）
12) 原直史：宝永地震における大坂市中の被害情報について, 災害復興と資料, NO.2, pp. 1-11, 2014.
13) 本庄栄治郎・黒羽兵治郎監修：大阪編年史, 7,大阪市立中央図書館市史編集室, pp. 47-48, 1969.
14) 黒羽兵治郎監修：大阪編年史, 22, 大阪市立中央図書館大阪市史編集室, pp. 278-279, 1976.
15) 長尾武：資料㻌 宝永地震（1707）と津波による大坂市中での被害数,歴史地震, 29, pp. 163-171, 2014.
16) 原直史：宝永地震における大坂市中の被害情報について, 災害復興と資料, NO.2, pp. 1-11, 2014.
17) 長尾武：宝永地震(1707 年)による大坂市中での津波遡上高歴史地震 26pp.15-18, 2011
18)原直史：宝永地震における大坂市中の被害情報について, 災害復興と資料, NO.2, pp. 1-11, 2014.
19) 新修大阪市史編纂委員会：新修大阪市史,  4, 大阪市,  pp. 198-199, 1990.㻌
1 
歴史都市防災論文集 Vol. 9（2015年7月） 【報告】
ウェブ・マッピング・システムを用いた
歴史地震記録の整理と公開方法の検討
A study of the public and organizing way of historical earthquake recording  




Graduate student, of Bukkyo University, Dept. of Japanese History 
In recent years, various information using a web mapping systems have been published. Rapporteurs have attempted to 
publish historical earthquake documents on the web mapping systems. To create a distribution map of earthquake 
phenomena, it's useful to use a web mapping systems. However, to expose the various data it is necessary to devise. 
Also in the study of historical earthquakes, the task of ensuring the reliability of the recording is important. Therefore, 
by constructing a database in consideration of the nature of the recording, it is necessary to create a distribution diagram 
according to the subject matter. 










































































































































































 以上のように整理したデータをGoogle Fusion Tablesにアップして緯度・経度の項目欄を位置情報に指定し、
新規タブでMapを作成することにより、史料のデータベース化とGoogle Mapsを利用した被害分布図を作成
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